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気候変動への適応と政策対応
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/51/452



/51/453



/51/454



/51/45

報告アウトライン

気候変動影響に対する適応行動の現状と課題に関して

「日本の水害被害」を例に「経済学的視点」から紹介
気候変動問題と緩和策・適応策

気候変動影響への適応と阻害要因

適応の阻害要因①所得格差（予算・技術制約）

適応の阻害要因②リスク認知（意識・経験・情報不足）

適応の阻害要因③外部性（市場メカニズムの不備）

まとめと政策提言
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気候変動問題と緩和策・適応策
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世界の気温変化と近年の温暖化の原因

気象庁「IPCC AR6 WG1報告書政策決定者向け要約（SPM）暫定訳（2022年12月22日版）」 図SPM.1 7
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温暖化の主要因は人間活動からの温室効果ガス

気象庁「IPCC AR6 WG1報告書政策決定者向け要約（SPM）暫定訳（2022年12月22日版）」 図SPM.2 8



/51/45

日本も温暖化

気象庁 https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_jpn.html

100年あたり1.26℃
の割合で上昇

統計開始（1898年）以降
最も暑かった年TOP5は
1位：2020年（+0.65℃）
2位：2019年（+0.62℃）
3位：2021年（+0.61℃）
4位：2016年（+0.58℃）
5位：1990年（+0.48℃）

日本の年平均気温偏差の経年変化（1898〜2021年）

9
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2℃/4℃上昇シナリオにより予測される21世紀末の日本

気象庁 https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ccj/2020/pdf/cc2020_gaiyo.pdf 10
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将来予測のまとめ：気候変動の影響は広範

気象庁 https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ccj/2020/pdf/cc2020_gaiyo.pdf 11
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気象条件が社会におよぼす様々な影響の定量化

Carleton and Hsiang (2016) Figure 3 より抜粋 12



/51/45

気象条件が社会におよぼす様々な影響の定量化（続き）

13Carleton and Hsiang (2016) Figure 5
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気候変動影響対策の現在：緩和だけでなく適応も

14

対策は進んで
いるものの、
課題も山積み

適応促進に
向けた取組
「も」同時に

どちらの
取組も
重要

環境省『温暖化から日本を守る適応への挑戦2012』に加筆修正
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補足：気候変動影響に対する緩和策と適応策

気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT) https://adaptation-platform.nies.go.jp/climate_change_adapt/index.html
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環境省（2018）『気候変動の影響への適応の最近の動向と今後の課題』 に加筆修正 16

「気候変動適応計画」
（令和3年10月22日閣議決定）

令和2年頃

令和3年
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適応策の充実に向けて：適応メカニズム把握の重要性

適応行動メカニズムの把握：社会がどのように適応している（きた）か
• 今後の適応策立案に向けた重要な知見となる
• 気候影響の正確な測定に必須：

適応メカニズムを無視すると、影響の測定＆将来予測にバイアス生じる
⇒最適な緩和策と適応策の策定を妨げてしまう

温室効果ガスの
限界社会費用

＝δ𝒕
ஶ

𝒕ୀ𝟎

𝝏社会影響t
×

𝝏気温t
×

𝝏CO２濃度t

𝝏気温t 𝝏CO２濃度t 𝝏CO２排出量t

17

緩和策（A）
𝝏社会影響t

＋ （B）
𝝏社会影響t

×
𝝏適応t

𝝏気温t 𝝏適応t 𝝏気温t
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気候変動影響への適応に向けた知見の蓄積が必須

• 温暖化による影響を正確に数値化
（A）温暖化はどのような影響をどれくらい社会におよぼすか？
（B）温暖化の影響に対してどのように適応している（きた）か？

×
温暖化影響は適応によってどの程度軽減されている（きた）か？

• 適応策の確立とその普及策の構築
温暖化の影響に対してどのように適応すべきか？

18



/51/45

回避できないCc

適応により
回避できるCc
（≒適応の便益）

適応の「費用」と「便益（≒気候変動費用の回避）」

Chambwera et al. (2014) WGIIAR5-Chap17 Figure17-2を改変

気候変動

費用（ Cc ）

適応費用

最適な適応

19

あまり（適切に）

適応しない
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気候変動への適応とその阻害要因
ー日本の水害被害を例にー
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参
考
：
気
候
変
動
影
響
の

分
野
別
深
刻
度

環境省『令和元年版 環境・循環型社会・生物多様性白書』 表2-1-1 21
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水害被害が増加する背景のひとつ：降雨の激甚化

22国土交通省https://www.mlit.go.jp/river/kawanavi/prepare/vol11_1.html

時間あたり降水量50mm以上の発生回数が増加している
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参考：時間あたり降水量50mm以上の影響

23気象庁https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/amekaze/amekaze_index.html
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日本における水害被害も近年ふたたび上昇トレンド

24
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出所：国土交通省「水害統計」
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水害が企業活動に及ぼす影響（日本の研究事例）

• 事業所の総数、雇用
ともに減少傾向

• 長期間に渡って継続、
回復見えず

• 事業所あたりの企業
活動に大きな変化なし

⇒地域経済が縮小

事業所の総数

雇用

製造品出荷額

事業所あたりの出荷額

水害(横軸のゼロ)前後における各指標の変化率

25Yoshida et al. (2022)
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適応策を考える際のポイント１．適正な適応策の見極め

気候変動の社会影響は地域や産業によってさまざま

適応策も地域や産業の特徴に見合ったものに

“Adaptation solutions take many shapes and forms, 
depending on the unique context of a community, 

business, organization, country or region. 

There is no ‘one-size-fits-all-solution’.”

UNFCCC 
(United Nations Framework Convention on Climate Change)

27

※日本においても、気候変動適応法の下、地域レベル
での適応の強化が最重要課題の一つとなっている。
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適応策を考える際のポイント２．適応格差の存在

経済格差が温暖化で一層拡大していると言われている...

“The gap between the economic output of 

world's poorest and richest countries is 

about 25% larger today than 
it would have been without global warming.”

Diffenbaugh and Burke (2019) PNAS

この原因の一端は低い適応能力（高い脆弱性）

⇒気候変動の影響大きく⇒さらなる経済格差を助長

28

適応格差＝「適応する能力の格差」が気候変動影響を左右する？
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台風×経済水準×死亡率、台風×経験×経済成長

29Carleton and Hsiang (2016) Figure 5

「経済水準」や「経験の差」が適応能力格差を生み出す？
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適応策を考える際のポイント３．適応格差の発生要因

適応行動を阻害する要因の存在
• 個人・企業・国は、適応の費用と便益を天秤にかけて

「適応する/しない」を決定

• 適応を阻む要因

①「予算や技術の制約」から適応したくてもできない

②「気候変動リスク」（適応の便益）を正確に認識できていない

≒適応行動を取る必要があると思わない、必要性自体を知らない

③「外部性：市場メカニズムの不備」が適応インセンティブを歪める

30
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回避できないCc

適応行動の阻害による適応便益の縮小

Chambwera et al. (2014) WGIIAR5-Chap17 Figure17-2を改変

気候変動

費用（ Cc ）

適応費用

最適な適応

不完全な
適応

適応の阻害①②③

適応阻害
によるCc

31

適応により
回避できるCc
（≒適応の便益）
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適応の阻害要因①
－所得格差：予算・技術制約－

32
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水害が企業活動に及ぼす影響：企業規模別

• 中小規模事業所は被災直後より減少、最終的に２割以上減少
• 大規模事業所は被災直後の影響なし、中長期的に１割程度減少
⇒中小規模事業所が脆弱なのは、水害対策が不十分だから？

中小規模事業所の数 大規模事業所の数

33Yoshida et al. (2022)
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企業規模別の自然災害への対応状況

2020年の九州地方や中部地方の豪雨災害を受けて帝国データバンクが10月に実施アンケートを実施

34新日本法規（2020）「特別企画：自然災害に対する企業の意識調査」 https://www.sn-hoki.co.jp/articles/article1123582/

【その他参考資料】

•自然災害への備えは大企業ほど進んでいる
（ただし、進んでいるといっても、半数程度）

•中小企業では、災害対策まで資金・労力が
回らない？
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適応の阻害要因②
－リスク認知：意識・経験・情報不足－

35
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水害が企業活動に及ぼす影響：過去の豪雨経験有無別

36

①過去に豪雨経験のない地域の方が事業所数の減少幅大きい
②大規模事業所数は、大雨の経験による被害の違いはほぼない
大企業は他の地域の災害事例から得たノウハウを共有している可能性

③過去に豪雨経験のない地域では、事業所あたりの出荷額も減少幅大きい
経験したことのない水害により、サプライチェーンの見直しなどがあったか

ATT

経験あり 経験なし

事業所総数 -.0660*** (.0143) -.0952*** (.0145)

小規模事業所数 -.0673*** (.0145) -.0965*** (.0146)

大規模事業所数 -.0564**   (.0208) -.0574**   (.0213)

事業所あたりの出荷額 -.0100       (.0173) -.0375**   (.0176)

サンプルサイズ 103,584 127,972

①

②

③

（注）括弧内は市町村別のクラスターロバスト標準誤差。***は1％有意水準、**は5％有意水準。
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浸水想定区域内外における人口の推移（日本全国）

37図の出所：秦・前田（2020）
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リスク）に薄れ？それとも他の要因？

浸水想定区域内外の人口変化（浸水深別，1995年基準）
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適応の阻害要因③
－外部性：市場メカニズムの不備－

38
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山梨県甲府市の人口増減と浸水想定区域を例に

39

甲府駅を中心とする現在の市街地から、リニア駅の建設予定地を中心とした再開発地域へ人口シフトしている可能性

•昔に比べて治水技術が発達し、洪水
被害が起きにくくなった

•中心市街地は土地の流動性が低い
•かつて人々が居住を避けた地域の
開発は、
- 土地を利用してもらえる「地主」
- 大規模開発できる「ディベロッパー」
- 安く住宅を購入できる「買い手」
の三方にとって都合良し

山梨大学・秦康範准教授の発表資料より引用 https://news.yahoo.co.jp/articles/f9319989c8e13a964a3527323e25d1d917ad1c5f
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水害リスクの高い区域への移住が進んだ根本的な要因

• 負の外部性：水害リスクが地価や取引費用に反映されていない
- 開発業者に水害リスクを低減させる開発を行う義務がない

- 現在の火災保険料（参考純率）は域内一律

• 自治体のモラル・ハザードの助長

大規模災害が起きれば、政府による事後的な災害復旧支援あり

⇒自治体の洪水予防対策インセンティブの低下

かつて人々が居住を避けた（需要のない安価な）地域の

過剰な土地取引と開発振興は、

「地主」「ディベロッパー」「買い手」「自治体」

の四方にとって都合良し

40
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まとめと政策提言
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適応策を考える際のポイントまとめ

• 温暖化が社会経済におよぼす影響は均一でない

−地域や産業の違いを考慮に入れる

−適応能力の違いが影響に違いを生み出している可能性

• 適応メカニズムの把握：どこの誰が、どのように

−人々は適応の費用と便益を天秤にかけて適応する/しないを決める

−予算制約や技術制約のために適応できない人々もいる

−気候変動リスクの認知不足により適応しないのかもしれない

−市場メカニズムの不備が適応を阻んでいるかもしれない

• これら知見を蓄積し、適応策に反映することで、
「温暖化の影響格差⇒さらなる格差の助長」という負のループを断つ

42
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水害発生頻度増への適応促進に向けた政策提言

•リスク・コミュニケーション：浸水想定地域の啓発、災害警報

•治水インフラの充実、老朽化したインフラのアップデート

＜経済学的アプローチ：適応インセンティブの向上＞
インセンティブを阻害する要因の除去

•中小企業の事前対策促進．．．補助金？企業間リスク共有の促進補助？

•土地売買における負の外部性の内部化

ｰ供給側：再開発計画の精査、条件付き開発（水害予防投資の義務付けなど）

ｰ需要側：損保会社が水害リスクレベルに応じた保険金の改訂

•地方自治体に対し、事後的復旧を条件付き支援化（事前の自助努力条項など）

＜技術的アプローチ：知識の普及、技術の向上＞

43
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